









































ＩＴ化 少子高齢化 グローバル化 成熟化 構造改革による格差社会の進展
日本型福祉社会の構造















































































































































































































































































































































































































































































































































（1）自助 公助 扶助 共助
自助は他人の力によらず、自分の力だけで事を成し遂げることであり、公助は公的機
関によって提供される援助のことである。扶助とは、たすけ、また力を添えることであ
り、共助は互いに助け合うこと、地域共同体のような助け合いを指す。これからの社会
では、これらのカテゴリーは重要な役割を果たすことになる。
（2）「共生」と「協働」
「共生」は互いに その存在を認め合って、ともに生きるべきことである。「協働」
とは異なる主体が何らかの目標を共有し、ともに力を合わせ活動することをいう。こう
した視点は、これからの未来社会のための,「創造的共生」のために不可欠となる。
（3）公正・正義・安心・安全
「公正」はどの人に対しても公平に扱う様子をいう。「正義」は道理・道徳にかなっ
ていて、正しいことをいう。「安心」は気がかりなことがなく心が安らぐことをいう。
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「安全」は災害や事故などによって、生命をおびやかされたり 損傷・損失を被ったり
するおそれが無い状態をいう。これらは、人間がお互いに信頼関係もって生きていくた
めには不可欠である。
（4）「希望」と「幸福」の追求
「希望」はこうあってほしいとのぞみ願うこと。また、その願いをいう。「幸福」は
不平や不満がなく、心が満ち足りていることをいう。これらは、現在から未来社会にお
ける目標としてとらえられる。
「企業福祉」はこうした課題にすべて対応できるわけではない。本研究はその意味で
も「企業福祉」の意義とともに限界弱点を明らかにした。今こそ「企業福祉」のオルタ
ナティブが必要と考えるからである。
8 おわりに
本論文は、「企業福祉」の日本的特徴と課題について、「トヨタと西三河」地域社会
をモデルに21世紀的視点から、論じてきた。日本社会は大きく発展し、国民生活も様変
わりした。そこでは、企業社会とも呼ばれるように、企業が大きな役割を果たしたのは
確かである。そこを正視しなければならない。
だが、企業に依存した受け身の施策をこれからも続けることは、果たして妥当で可能
であろうか。現在企業のあり方と私たちの姿勢で、本当に人々の生活が、安心と安全が
確保され、人間に値する「生存」が可能か疑問である。技術革新やグローバル化などを
めぐって競争が激化し、企業の不安定性も強まり、労働者の生活も安定したものになる
とはいえない。企業と地域社会とのあり方があらためて問われている。企業依存でも企
業批判でもなく、「企業市民」として企業を積極的に活用する視点こそ必要である。
「企業福祉」を通して、日本の企業、地域、社会のあり方を考え、その本質と課題を
浮かび上がらせるとともに、21世紀の進むべき方向性を提示したのが、本論文にほかな
らない。人々の「幸福」と「希望」は、企業や国家さらには家族や地域社会に依存する
だけでは実現できない。また、頭ごなしの批判や否定だけでは何も生まれない。それら
と向き合い、助け合い、学び合うことが必要となる。いわば相互に活かし合いながら、
新しい社会へと向かうことである。社会の担い手である私たち一人ひとりの姿勢も問わ
れてくる。
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